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1.  平成25年12月期第2四半期の業績（平成25年1月1日～平成25年6月30日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年12月期第2四半期 5,515 34.4 903 △4.9 886 △8.1 527 △4.1
24年12月期第2四半期 4,104 △1.2 949 1.5 964 1.1 550 0.4

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

25年12月期第2四半期 101.06 ―
24年12月期第2四半期 105.36 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年12月期第2四半期 14,140 11,846 83.8 2,267.69
24年12月期 13,840 11,564 83.6 2,213.63
（参考） 自己資本   25年12月期第2四半期  11,846百万円 24年12月期  11,564百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

24年12月期 ― 0.00 ― 60.00 60.00
25年12月期 ― 0.00
25年12月期（予想） ― 0.00 0.00

3. 平成25年12月期の業績予想（平成25年 1月 1日～平成25年12月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 9,500 19.7 1,700 △4.3 1,720 △4.4 965 △3.8 184.72



(1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

※  注記事項

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  有
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  有
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年12月期2Q 5,710,000 株 24年12月期 5,710,000 株
② 期末自己株式数 25年12月期2Q 485,970 株 24年12月期 485,970 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 25年12月期2Q 5,224,030 株 24年12月期2Q 5,224,055 株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく
四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変
化等により上記予想数値と異なる場合があります。なお、業績見通し等に関する事項は、［添付資料］Ｐ．２「業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。 
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（１）経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期累計期間における我が国の経済は、大胆な金融政策や機動的な財政出動により、株式市場の回復や

円高是正など一定の効果が出ており緩やかな経済回復基調となっております。また政府による成長戦略の実行にお

いては、一部の産業における民間投資の回復などが見られるものの未だ効果は限定的であります。 

医療行政においては、医療機器産業界が大きく影響を受ける２年毎の診療報酬改定が平成24年４月１日付で実施

され、特に重点配分の小児・周産期を含んだ救急医療、在宅医療、手術等に貢献する医療技術商品やサービスの需

要が拡大するものと期待しておりましたが、その効果が大きくは出ておらず、一段と厳しい価格競争、サービス競

争が展開されております。 

このような状況の中で当社では、第４創業運動の10年間ビジョン（ＭＥＣ／１３ビジョン）である「最も信頼さ

れる治療機器サービスプラットフォームづくり」を目指し、（１）安全管理サービス（２）商品サービス（３）レ

ンタルサービス（４）メンテナンスサービス（５）教育サービスの５つの支援サービスの実践によって利益を成長

させるサービスプラットフォーム企業への変革を推進してまいります。 

利益面におきましては、総利益率が低い旧子会社等取扱商品の大型商談により売上が増加しましたが、為替の急

激な円安により原価率が上昇し利益率が低下しました。  

新商品につきましては、①平成24年10月に台湾Utechzone 社製 視線入力意思伝達装置「SPRING 絆」の日本国内

における独占販売代理店契約（発売元）を締結し、平成25年１月より販売を開始いたしました。②日本国内では初

となる食道内圧計測機能やその他新機能を多数搭載した米国ケアフュージョン207社製人工呼吸器新型ＡＶＥＡの

発売を、平成25年６月より開始しました。  

以上の結果、当第２四半期累計期間の売上高は5,515百万円（前年同四半期比34.4％増）となり、利益面におい

ては、営業利益は903百万円（前年同四半期比4.9％減）、経常利益は886百万円（前年同四半期比8.1％減）、四半

期純利益は527百万円（前年同四半期比4.1％減）となりました。   

（２）財政状態に関する定性的情報 

当第２四半期会計期間末の資産につきましては、現金及び預金の減少（503百万円）、売上債権の減少（113百万

円）、有価証券の増加（400百万円）、商品の増加（233百万円）、投資有価証券の増加（254百万円）等により、

14,140百万円（前期比299百万円増）となりました。 

負債につきましては、買掛金の増加（60百万円）、未払法人税等の減少（33百万円）、前受金の減少（37百万

円）、賞与引当金の増加（19百万円）、役員賞与引当金の減少（21百万円）、退職給付引当金の増加（25百万円）

等により、2,293百万円（前期比16百万円増）となりました。 

純資産につきましては、四半期純利益による増加（527百万円）等により、11,846百万円（前期比282百万円増）

となりました。      

（３）業績予想に関する定性的情報 

平成25年12月期の業績予想につきましては、平成25年２月13日付「平成24年12月期決算短信（非連結）」にて発

表いたしました通期の業績予想に変更はございません。  

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。   

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成25年１月１日以後に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

なお、この変更による損益への影響は軽微であります。    

１．当四半期決算に関する定性的情報

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項
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３．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年12月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,401,996 6,898,882

受取手形及び売掛金 1,543,585 1,430,328

有価証券 599,630 1,000,000

商品 595,486 828,975

仕掛品 5,508 4,026

繰延税金資産 138,780 147,204

その他 51,508 81,829

貸倒引当金 △8,810 △6,800

流動資産合計 10,327,685 10,384,445

固定資産   

有形固定資産 1,463,206 1,501,103

無形固定資産 79,844 59,206

投資その他の資産   

投資有価証券 1,134,032 1,388,878

その他 836,139 806,659

投資その他の資産合計 1,970,171 2,195,537

固定資産合計 3,513,223 3,755,847

資産合計 13,840,908 14,140,293

負債の部   

流動負債   

買掛金 535,380 595,797

未払法人税等 407,352 373,662

賞与引当金 242,296 261,496

役員賞与引当金 45,600 23,800

その他 443,544 418,002

流動負債合計 1,674,174 1,672,757

固定負債   

退職給付引当金 474,614 500,541

役員退職慰労引当金 128,050 120,514

固定負債合計 602,664 621,056

負債合計 2,276,838 2,293,813

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,111,500 1,111,500

資本剰余金 1,233,883 1,233,883

利益剰余金 9,927,694 10,142,193

自己株式 △646,843 △646,843

株主資本合計 11,626,234 11,840,733

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △63,733 5,746

繰延ヘッジ損益 1,569 －

評価・換算差額等合計 △62,164 5,746

純資産合計 11,564,070 11,846,479

負債純資産合計 13,840,908 14,140,293

アイ・エム・アイ株式会社（７５０３）平成25年12月期　第２四半期決算短信〔日本基準〕（非連結）

- 3 -



（２）四半期損益計算書 
（第２四半期累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年６月30日) 

売上高 4,104,487 5,515,285

売上原価 2,023,423 3,489,588

売上総利益 2,081,064 2,025,696

販売費及び一般管理費 1,131,231 1,122,582

営業利益 949,832 903,113

営業外収益   

受取利息 9,920 22,896

受取配当金 1,974 2,303

為替差益 888 －

その他 7,886 4,297

営業外収益合計 20,669 29,498

営業外費用   

売上割引 4,704 3,534

為替差損 － 42,402

その他 900 －

営業外費用合計 5,604 45,937

経常利益 964,897 886,673

特別損失   

固定資産除売却損 6,763 7,238

特別損失合計 6,763 7,238

税引前四半期純利益 958,134 879,435

法人税、住民税及び事業税 434,272 365,780

法人税等調整額 △26,548 △14,285

法人税等合計 407,723 351,495

四半期純利益 550,410 527,940
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 958,134 879,435

減価償却費 171,130 151,485

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,010 △2,010

賞与引当金の増減額（△は減少） 65,713 19,200

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △17,400 △21,800

退職給付引当金の増減額（△は減少） △794 25,927

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,232 △7,535

受取利息及び受取配当金 △11,895 △25,200

為替差損益（△は益） 47 △2,789

有形固定資産除売却損益（△は益） 6,763 7,238

売上債権の増減額（△は増加） 238,021 113,257

たな卸資産の増減額（△は増加） 21,089 △230,443

仕入債務の増減額（△は減少） 15,486 60,416

未払消費税等の増減額（△は減少） △5,649 △4,383

その他 7,877 △58,819

小計 1,447,747 903,979

利息及び配当金の受取額 12,551 25,289

法人税等の支払額 △438,294 △399,967

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,022,004 529,301

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △503,095 －

有価証券の売却及び償還による収入 396,900 －

有形固定資産の取得による支出 △118,954 △172,267

無形固定資産の取得による支出 △9,810 △2,170

投資有価証券の取得による支出 △100,000 △59,933

投資有価証券の売却及び償還による収入 32,823 12,164

差入保証金の差入による支出 △1,044 △1,697

その他 1,425 26

投資活動によるキャッシュ・フロー △301,754 △223,878

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △36 －

配当金の支払額 △311,973 △311,327

財務活動によるキャッシュ・フロー △312,010 △311,327

現金及び現金同等物に係る換算差額 △47 2,789

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 408,191 △3,113

現金及び現金同等物の期首残高 6,350,745 7,901,996

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,758,936 7,898,882
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該当事項はありません。  

該当事項はありません。 

当社の事業は、医用電子機器関連事業の単一セグメントであり、セグメントごとの業績は記載を省略しておりま

す。 

当社は、平成25年７月５日開催の取締役会において、以下のとおり、マネジメント・バイアウト（MBO）（※）

の一環として行われるKTC株式会社（以下「公開買付者」といいます。）による当社の普通株式に対する公開買付

け（以下「本公開買付け」といいます。）に賛同の意見を表明し、かつ、当社の株主の皆様に対して、本公開買付

けへの応募を推奨することを決議し、平成25年７月８日付けをもって金融商品取引法第27条の10に基づく意見表明

報告書を提出いたしました。なお、当該取締役会決議は、本公開買付け及びその後の一連の手続により当社の普通

株式が上場廃止となる予定であることを前提として行われるものです。 

（※）マネジメント・バイアウト（MBO）とは、一般に、買収対象会社の経営陣が、買収資金の全部又は一部を

出資して、買収対象会社の事業の継続を前提として買収対象会社の株式を取得する取引をいいます。 

１．公開買付者の概要（平成25年７月５日現在）  

２．本公開買付けに関する意見の内容 

当社は、平成25年７月５日開催の取締役会において、本公開買付けへ賛同の意見を表明し、かつ、当社の株主

の皆様に対し、本公開買付けに応募することを推奨することを決議いたしました。 

３．本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項） 

公開買付者によれば、本公開買付けが成立し、本公開買付けにより当社の発行済普通株式の全て（但し、当社

が所有する自己株式及び応募対象外株式を除きます。）を取得することができなかった場合には、本公開買付け

成立後に、当社の株主を公開買付者及び積賀マネジメントのみとするための手続（以下「本全部取得手続」とい

います。）を実施することを予定しているとのことです。具体的には以下の通り説明を受けております。 

本公開買付けが成立した後、公開買付者は、①当社が会社法（平成17年法律第86号。その後の改正を含みま

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（６）セグメント情報等

（７）重要な後発事象

(1) 名称 KTC株式会社 

(2) 所在地 埼玉県越谷市花田五丁目6番地18 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 積賀 一正 

(4) 事業内容 
公開買付者は、当社の株式を取得及び保有することを事業の内容として

おります。 

(5) 資本金の額 1,000万円 

(6) 設立年月日 平成25年6月14日 

(7) 大株主及び持株比率 積賀 一正 100.0％ 

(8) 当社と公開買付者の関係 

資本関係 

本日現在、公開買付者の株主である積賀一正氏

は、当社の普通株式1,523,000株（所有株式割合

（以下に定義されます。）26.7％）を所有してお

ります。 

人的関係 
当社の代表取締役である積賀一正氏は、公開買付

者の代表取締役を兼務しております。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当

状況 

当社の代表取締役である積賀一正氏が、公開買付

者の議決権の100.0％を所有しており、当社の関連

当事者に該当します。 
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す。以下同じとします。）の規定する種類株式発行会社となるために当社において普通株式とは別個の種類の

株式を発行できる旨の定款の一部変更を行うこと、②当社の発行する全ての普通株式に全部取得条項（会社法第

108条第1項第7号に規定する事項についての定めをいいます。以下同じとします。）を付す旨の定款の一部変更

を行うこと、及び③全部取得条項が付された当社普通株式の全て（但し、当社が所有する自己株式を除きま

す。）の取得と引換えに別個の種類の当社の株式を交付することのそれぞれを付議議案に含む臨時株主総会（以

下「本臨時株主総会」といいます。）を開催することを、当社に対して要請する予定であるとのことです。 

また、本臨時株主総会にて上記①のご承認をいただき、上記①に係る定款の一部変更の効力が発生しますと、

当社は会社法の規定する種類株式発行会社となります。そして、上記②に係る定款の一部変更の効力を生じさせ

るためには、会社法第111条第2項第1号に基づき、本臨時株主総会の上記②の承認に係る決議に加えて、株式の

内容として全部取得条項が付される当社普通株式を所有する株主を構成員とする種類株主総会の決議が必要とな

るため、公開買付者は、当社に対し、本臨時株主総会の開催日と同日を開催日とし、上記②の定款の一部変更を

行うことを付議議案に含む種類株主総会（以下「本種類株主総会」といいます。）の開催を要請する予定である

とのことです。 

なお、本臨時株主総会及び本種類株主総会に上記各議案が上程された場合、公開買付者及び積賀マネジメント

は、本臨時株主総会及び本種類株主総会において上記各議案に賛成する予定であるとのことです。 

上記各手続が実行された場合には、当社の発行する全ての普通株式に全部取得条項が付された上で、その全て

（但し、当社が所有する自己株式を除きます。）が当社に取得されることとなり、当社の株主（但し、当社を除

きます。）には当該取得の対価として当社の別個の種類の株式が交付されることとなりますが、交付されるべき

当該当社の別個の種類の株式の数が1株に満たない端数となる株主の皆様に対しては、会社法第234条その他の関

係法令の定める手続に従い、当該端数の合計数（合計した数に1株に満たない端数がある場合には、当該端数は

切り捨てられます。）に相当する当該当社の別個の種類の株式を売却すること等によって得られる金銭が交付さ

れるとのことです。なお、当該端数の合計数に相当する当該当社の別個の種類の株式の売却の結果、当該株主の

皆様に交付されることになる金銭の額については、本公開買付価格に当該株主の皆様が所有していた当社普通株

式の数を乗じた価格と同一となるよう算定される予定であるとのことです。また、全部取得条項が付された普通

株式の取得の対価として交付される当社の別個の種類の株式の内容及び数は本書提出日現在未定とのことです

が、かかる株式の数については、当社の株主が公開買付者及び積賀マネジメントのみとなるよう、本公開買付け

に応募されなかった公開買付者及び積賀マネジメント以外の株主の皆様に対して交付する数が1株に満たない端

数となるよう要請する予定であるとのことです。 

なお、当社普通株式の取得対価として交付されることとなる当社の別個の種類の株式の上場申請は行われない

予定です。 

公開買付者は、原則として平成25年10月頃を目処に本臨時株主総会及び本種類株主総会を開催するよう、当社

に要請することを予定しているとのことですが、本臨時株主総会及び本種類株主総会の具体的な手続及び実施時

期等については、決定次第、速やかに公表する予定です。 

上記手続に関連する少数株主の権利保護を目的としたと考えられる会社法上の規定として、上記③の全部取得

条項が付された当社普通株式の全部の取得が本臨時株主総会において決議された場合には、会社法第172条その

他の関係法令の定めに従って、株主は当該株式の取得の価格の決定の申立てを行うことができる旨が定められて

います。この方法による場合、1株当たりの取得価格は、最終的には裁判所が判断することになります。 

なお、上記会社法第172条等に基づく株式取得価格の決定の申立てとは別に、上記②の定款変更に関連して、

会社法第116条及び第117条その他の関係法令の定めに従い、株主はその所有する株式の買取請求を行うことがで

き、裁判所に買取価格の決定を求める申立てを行うことができる旨の規定がございますが、全部取得条項による

取得の効力が生じたときは、会社法第117条第2項の買取価格決定の申立ての申立適格を欠くと判断される可能性

があります。 

また、上記方法については、本公開買付け後の公開買付者の当社普通株式の所有状況、公開買付者及び積賀マ

ネジメント以外の当社の株主の皆様の当社普通株式の所有状況又は関係法令についての当局の解釈等の状況等に

よっては、それと同等の効果を有する他の方法に変更し、また、上記方法又は当該他の方法の実施に時間を要す

る可能性があるとのことです。但し、他の方法に変更する場合であっても、当社の株主が公開買付者及び積賀マ

ネジメントのみとなるよう、本公開買付けに応募されなかった株主の皆様に対しては、最終的に金銭のみを交付

する方法の採用を予定しているとのことであり、この場合に、当該株主の皆様に交付される金銭の額について

も、本公開買付価格に当該各株主の皆様が所有していた当社普通株式の数を乗じた価格と同一になるよう算定さ

れる予定であるとのことです。以上の場合における具体的な手続及び実施時期等については、公開買付者は当社

と協議の上、決定次第、当社が速やかに公表する予定とのことです。 

なお、本公開買付けは、本臨時株主総会及び本種類株主総会における当社の株主の皆様の賛同を勧誘するもの

ではなく、また、そのように解釈されるべきものでもないとのことです。 
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４．上場廃止となる見込み及びその事由 

当社普通株式は、現在、JASDAQ市場に上場されておりますが、公開買付者は、本公開買付けにおいて買付予定

数の上限を設定しておらず、本公開買付けの結果次第では、JASDAQ市場の上場廃止基準に従い、当社普通株式

は、所定の手続を経て上場廃止となる可能性があります。また、本公開買付けの完了時点で当該基準に該当しな

い場合でも、公開買付者は、本公開買付けが成立した場合、当社の株主を公開買付者及び積賀マネジメントのみ

とするために本全部取得手続を行うことを予定しておりますので、本公開買付けの成立後に、上記「３．本公開

買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載の各手続が実行された場合には、当

社普通株式は、所定の手続を経て上場廃止となります。上場廃止後は、当社普通株式をJASDAQ市場において取引

することはできません。 

５．公開買付者による当社株式の公開買付けの概要  

(1)買付け等を行う株券等の種類 

普通株式 

(2)買付け等の期間 

平成25年７月８日（月曜日）から平成25年８月19日（月曜日）まで（30営業日） 

(3)買付け等の価格 

普通株式 １株につき金2,620円 

(4)買付け等の価格の算定根拠 

公開買付者は、買付価格の決定にあたり、独立した第三者算定機関である三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証

券により平成25年７月５日付で買付者株式価値算定書を取得しています。 

(5)買付予定の株券等の数 

買付予定数         3,744,100株 

買付予定数の下限   2,639,751株 

買付予定数の上限          －株 

(6)公開買付け開始公告日 

平成25年７月８日（月曜日）  
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